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に応用したクイックパイプライン工法（QPL 工法）を開発し、新潟・仙台間 250km を連
絡する天然ガスパイプライン等にて実証試験を実施しその有効性を確認したものである。 
 















第 5 章では、クイックパイプライン工法（QPL 工法）の開発を、専用建設機械・仮設
材の開発とシステム構築の二段階に分けて行うこととしている。第 1 段階では高能率機械
化施工を達成するための 8 種類の建設機械と 1 種類の仮設材について、夫々の開発目的と
開発成果を機能別に記述し、第二段階ではシステム構成の内容と施工上の管理点を整理して
いる。 















第 2 章 エネルギー利用の変遷とその輸送・貯蔵技術について 
 






























































な形態は、コ・ジェネレーション（co-generation）又は熱電併給（combined heat and power 
supply）と呼ばれておりエネルギー有効利用の最適例と言える。 


















































今日の石油産業が実際に始まったのは、約 150 年前の 1859 年といわれている。それま
で、ランプや潤滑に用いた油燃料は、鯨油であったが当時としてきわめて高価な物であった。

























































きなくなった時点で、油田には全埋蔵量の 4 分の 3 が残されたままになっている。（ここま


















































TAPS（Trans Alaskan Pipeline System）（1975 年、口径 48、1,500km）、欧州の TAP
（Trans-Alpine Pipeline）（1967 年、口径 40、400km）は、口径、距離、重要性の点で現
存する原油パイプラインとして画期的である。 
 
2.4 天然ガス（natural gas） 
1) 歴史 
現在のイラク地方の伝説的な“永遠の火”（eternal fires）は、紀元 100-150 年頃のプ
ルタークの著書に出てくるが、恐らく地中の割れ目から漏れる天然ガスが,落雷等で着火し
たものと推定される。 



















high- efficiency gas furnace）の開発・利用で、エネルギーの 90％以上を有効熱量に変えら








































(1) 頁岩構造（shale formation） 
(2) 砂岩層（sandstone beds） 
(3) 石炭層（coal seams） 









































1950-1960 年代にかけて、数千 km の天然ガスパイプラインが全米に張り巡らされた。今
日、米国の天然ガスパイプラインの総延長は平成 12 年度ガス事業便覧によると 40 万


































 18 世紀の産業革命で薪炭に替り、石炭がエネルギーの主役になってから 19 世紀末に石



















































(1) Energy Fact Sheets,the Energy educators of Ontario,1993 
http//www.iclei.org/efacts/content.htm 
(2) Natural Gas General Information,Alternative Fuels Data Center 
http//www.afdc.doe.gov/altfuel/gas_general.html 
















































































 1765 年；ワット（James Watt）が、実用的な蒸気機関を発明した。 
 1776 年；木製軌条の替わりにレイノルズ（Richard Reynolds）により鉄製軌条 
         が発明された。 
 1804 年；ウェールズ人トレビチック（Richard Trevithick）が、蒸気機関車を 
















遂に 1869 年には、大西洋から太平洋まで繋ぐ大陸横断鉄道が開通した。 





























































占有地（Right of Way,ROW）と呼ばれる用地である。 
 整地・伐採作業の直前にパイプラインの占有地（right of way、ROW）に建設機械や鋼
管材料を搬入するための工事用道路が橋梁・水路横断用カルバート等を含め建設される。 
 ROW 用地内の樹木は、伐採・移植され、過大な起伏の整地に際しては、農地・牧場の





 鋼管が、配列作業（the stringing operation）で集積基地（the offloading sites）から
パイプライン用地にトレーラートラックで運ばれ、クレーントラックかサイドブームト
ラクター（sideboom tracter）で溝横に連続に吊り下される。 
 40 フィート（12m）の単管か、運搬が可能であれば 80 フィート（約 24m）に集積基地
で二本継溶接された鋼管（double joints of pipe）が利用される。 





 パイプラインが埋設される深さに溝（the trench）を掘削する。 
 掘削深さは、場所、地形によるが 2m 程度とし、パイプラインの温度変化をなくし外部
損傷防止のための鋼管の土被りを 60~80cm 確保する。 














 鋼管どうしを配管工（pipe fitter）が組み合わせる。これを芯だし作業（fitting operation）
と呼ぶが、補助建機としてサイドブームトラクター（side-boom tractor）またはパイプ
レイヤー（pipe layer）で鋼管を吊り、水圧内面クランプ（hydraulic internal clump）
で鋼管どうしを溶接開先の状態に保持する。 
 初層溶接（stringer pass）を、2 ないし 4 人の溶接工（welders）が分担して同時に始
める。 
 初層は、鋼管外面から溶接し、内面側に程良い溶け込みが形成されねばならない。 
 この作業が建設作業の能率を左右するので鋼管径に応じ 5 分以内に初層溶接が終了す
る人数を配置するのが鍵である。（即ち、1 時間に 12 箇所施工する） 
 続いて、第二層溶接（hot pass）を、同人数の溶接工で施工する。接合部の品質・強度
を確保するため、第二層までは、連続しておこなう。 
 その後、鋼管の肉厚に応じ、肉盛溶接（filler passes）を順次必要な層数施工する。 































































9) 清掃（clean up） 






























 芯出し・初層溶接作業が五分間隔で進行すれば、一時間に 12 カ所、10 時間で 120 カ所



















（１） Oil and Gas Pipeline Fundamentals,Pennwell books,Tulsa,Oklahoma,1993 
（２） Introduction to the Oil pipeline industry,Third edition,The University of Texas 
at Austin,1984 
（３） Building America with Natural Gas,Natural Gas Supply Association,2000 
http//www.ngsa.org/issues/bildingamerica.hyml 
（４） A Brief History of the Natural Gas Industry,1998 
http//www.naturalgas.org/HISTORY_HTM 

















わが国での高圧ガスパイプラインは、1963 年（昭和 38 年）に新潟県頚城郡から長野、
群馬、埼玉を通って東京都心の千住のガス工場まで敷設されたのが始めてである。ガスは新
潟産天然ガスで、延長は 305km と長距離であったが、鋼管口径 12B（外径 355.6mm）で
その輸送量は限定的である。 
わが国で高圧ガスパイプライン建設が本格化するのは、液化天然ガス LNG の輸入が始




































































































































































































径間長 20+0.005Q 30+0.005Q 20+0.005Q 
63 条の 3 項の
特例を認めず 
 














































トを往復するのに約 3 ヶ月、環境影響評価に 6 ヶ月から 1 年、本申請に約 3 ヶ月かかるの





 農業振興地域の整備に関する法律第 7 条（農業振興地域の区域の変更）、 






















































 1 車線交互通行を確保し、交通遮断は避ける。 
 施工範囲 50m 以内とし、工事による影響を最少とする。 
 交通整理員を配置し、歩行者の安全、通行車両の誘導を行う。 
























































 鋼管は、工場から 12m 長さで出荷される。 
 35 
 運搬が可能であれば、付近に設置した作業ヤードで 24m に二本継溶接接続して掘削場
所に搬入できるが、普通は 12m 単管で吊り下ろすか、掘削に合わせ工事施工範囲内の
スペースで二本継地上溶接する。 
 吊り下ろし管長は、12m 又は 24m のいずれかになる。 
 切梁設置間隔は 1m ピッチ程度で、その盛替えに多くの作業者と時間を要する。 
 鋼管は、レッカーで吊りながら下ろすか、三叉（みつまた）又は四叉（しまた）2 組に
チェーンブロックでつり、手動で吊り下ろす方法が普通である。 







 溶接士は、ＪＩS の N-2P の資格を持ち、施工法試験に合格した中から選任される。 
 一箇所の溶接・検査・防食施工に割り当てられる作業時間は、2 時間以内となる。 
 したがって、掘削-吊り下ろし-地下溶接のみの場合は 1 日 12m 施工が限界となり、地上










 掘削溝が長くなると側転ダンプ（4T クラス）で溝横から土砂を入れるため 1 車線外に
はみ出すため交通整理員の誘導作業が必要になる。 















この一連の作業が午前 9 時から午後 5 時まで繰り返されるのが、パイプライン敷設作
業の標準的な形態である。 







JISG 3452 配管用炭素鋼鋼管（記号 SGP） 
JISG 3454 圧力配管用炭素鋼鋼管（記号 STPG370、STPG410） 
JISG 3455 高圧配管用炭素鋼鋼管（記号 STS370、STS410、STS480） 
JISG 3457 配管用アーク溶接炭素鋼鋼管（記号 STPY400） 
JISB 2312 配管用鋼製突合せ溶接式管継手（記号 PG370、PS410、PS480） 
の諸規格が適用されてきた。 
JISG3452、JISG3457 の材料は、内圧 1MPa 未満の導管にのみ利用でき、その他の規






等で、製造者が計画生産してストックするのに適応した、maker oriented な規格といえる。 
 
一方、米国石油協会（API）,米国機械学会（ASME）が制定している鋼管材料規格、 
API 5L Specification for Line Pipe  

























規格名称 種類 化学成分(%) 
  炭素 シリコン マンガン 燐 硫黄 その他 
  C Si Mn P S  
JIS G3452 SGP ― ― ― 0.040 0.040 ― 
JIS G3454 STPG370 0.25 0.35 0.30-0.90 0.040 0.040 ― 
STPG410 0.30 0.35 0.30-1.00 0.040 0.040 ― 
JIS G3455 STS370 0.25 0.10-0.35 0.30-1.10 0.035 0.035 ― 
STS410 0.30 0.10-0.35 0.30-1.40 0.035 0.035 ― 
STS480 0.33 0.10-0.35 0.30-1.50 0.035 0.035 ― 
JIS G3457 STPY400 0.25 ― ― 0.040 0.040 ― 
API 5L B 0.22  1.20  (1) 0.025 0.015 (2)、(3） 
 X42 0.22  1.30  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 X46 0.22  1.40  (1) 0.025 0.015 (2)、(3） 
 X52 0.22  1.40  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 X56 0.22  1.40  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 X60 0.22  1.40  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 X65 0.22  1.45  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 X70 0.22  1.65  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 X80 0.22  1.85  (1) 0.025 0.015 (2）、(3) 
 
 
表 4.2 JIS、API 規格化学成分規定一覧表 
 
注(1) C 0.01%減量ごとに、X42~X52 では Mn 1.50%まで、X52~X70 未満では Mn 1.65％ 





又 P,S の上限を満足すること。 









降伏強度(Y.S.） 引張強度(U.T.S） 伸び(EL) 
Min. 
降伏比 
(YR)  Min. Max. Min. Max. 
(MPa) (MPa) (Mpa) (MPa) (%) 
JIS G3452 SGP   290  30  
JIS G3454 STPG370 215  370  30  
 STPG410 245  410  25  
JIS G3455 STS370 215  370  30  
 STS410 245  410  25  
 STS480 275  480  25  
JIS G3457 STPY400 225  400  18  
API ５L B 241 448 414 758 (1) 0.93 
 X42 290 496 414 758 (1) 0.93 
 X46 317 524 434 758 (1) 0.93 
 X52 359 531 455 758 (1) 0.93 
 X56 386 544 490 758 (1) 0.93 
 X60 414 565 517 758 (1) 0.93 
 X65 448 600 531 758 (1) 0.93 
 X70 483 621 565 758 (1) 0.93 
 X80 552 690 621 827 (1) 0.93 
 
表 4.3 JIS。API 規格機械的性質一覧表 





注(2) 降伏強度（YS）、極限引張強度（UTS）の Max.は、API 5L 規格の水準 PSL2 の材
料に規定する。 
注(3) 降伏比（YR）は、API 5L 規格の冷間拡管される鋼管に規定する。 





規格 グレード 外径 厚さ 真円度 重量 
管端 管体 
JIS G3452 SGP ±0.8% -12.5% 規定なし 規定なし 
JIS G3454 STPG370 ± 0 . 8 % -12.5% 規定なし 規定なし 
STPG410 ±0.8% -12.5% 規定なし 規定なし 
JIS G3455 STS370 ±0.8% -12.5% 規定なし 規定なし 
STS410 ±0.8% -12.5% 規定なし 規定なし 
STS480 ±0.8% -12.5% 規定なし 規定なし 
JIS G3457 STPY400 ±0.8% -12.5% 規定なし 規定なし 



















































































(1) JIS -Z 3801 手溶接技術検定における試験方法及び判定基準、 






























(2) JIS Z3104“鋼溶接継手の放射線透過試験方法” 
(3) JIS Z3060“鋼溶接継手の超音波探傷試験方法” 









































24m となる。実際には作業日平均 10m 未満であり現状の施工法・敷設用地のままでは
土木工事費低減の余地は少ないと考えられる。 

















(5) Gas transmission and distribution piping systems,ASME B31.8-1995 
Edition,the Amwrican Society of Mechanical Engineers 
(6) Specification for Line Pine,42nd Edition,2000-1,American Petroleum Institute 
(7) Welding of Pipelines and related Facilities,API STNDARD 1104,9th 













発する。本章では QPL 工法の開発内容につき論述する。 
 
 










 埋設深さ；パイプ頂部まで 1,600mm 以上 
 工事施工範囲；延長 200m 以上、一車線内 
 作業時間；昼間 9 時~17 時の 10 時間以内 
とする。 
 



































② 1 号車は、芯出しと初層 TIG 溶接の行える機能、2 号車は全自










ーでの本締固めを連続に行う 1 号機、ホッパーと 3 連コンパク
 46 





2 連式スラッターコンベア、2 連式ベルトコンベア、2 連式前方移送






























図 5.30 クイックパイプライン工法（QPL 工法）・建機帯列図 
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(1) 目標：溝幅 1,000mm、溝深さ 2,300mm が一工程で掘削できること。 
(2) 開発成果： 
 スラッターコンベア方式とした。 
 スラッター寸法；長さ（スプロケット間距 6,750mm 
        カッター幅   1,000mm 
        （二本のハイテンションチェーンを油圧モータで駆動。周速 
         60m 毎分までの可変速） 
 スラッター位置；掘削機本体の中央に装備。 
      （作業時に回転・昇降・伸縮操作を油圧モータで行う） 
2) 土砂搬送機能 
(1) 目標：掘削土砂が 10T ダンプトラックに連続積み込み出来ること。 
(2) 開発成果： 
 ベルトコンベア式；スラッターコンベアに連結。 
 ベルトコンベア寸法；長さ 6,800mm 
          幅   900mm 





 無軌道クローラ方式；長さ 4,210mm 
          幅   550mm 
 （鉄製ゴム張りクローラ二対を内法 1,900mm で左右対称に配置） 
 駆動方式；油圧モータ（自走可能） 
 溝崩落防止機能；作業時に内法をさらに 700mm 拡張可能。 
 走行調整；① 左右クローラの駆動速度を調整し 20mR までの道路曲線に連続 
       対応可能。 
     ② 道路の法勾配には左右クローラの高さを油圧調整で鉛直掘削可 






 回送時寸法；全幅 3,000mm 
全長 5,094mm 
全高 3,000mm 
（放出コンベア長さ 7,150mm、幅 1,250mm は分割輸送） 
 作業時寸法；長さ 12,250mm 
幅  3,000mm 
高さ  3,900mm 
（一車線内作業が可能） 







  電力；計器、照明。 
6）機械完成形状 









図 5.2 連続溝掘削機（前方） 
 






(1) 目標：簡易鋼矢板 2 枚を同時に建て込み圧入出来ること。 
(2) 開発成果： 
 矢板カートリッジ；1 セットに簡易鋼矢板 22 枚収納可能。 
 矢板供給装置；カートリッジ 6 セット積み込み可能（矢板最大枚数 132 枚）。 
 アーム・アーム台；鋼矢板をチャック・昇降・90０回転させる装置（2 枚同時）。 
 トロリー；アーム台を掘削溝の所定位置まで移動させる装置（2 枚同時）。 
 リーダーデリック；頂部に矢板打込み機・起振機（バイブレータ）2 組、底部 
         に矢板内押えが設置された装置。 




















 無軌道クローラ式；長さ 3,295mm 
         幅    450mm 










 回送時寸法；全幅 2,900mm 
      全長 8,881mm 
      全高 3,502mm 
 作業時寸法；長さ 8,240mm 
      幅 2,900mm 
      高さ 4,975mm 
     （一車線内作業が可能） 







  電力；計器作動、照明。 
6) 機械完成形状 









図 5.5 自動矢板打ち機（前面側） 
 







     つ迅速に行えること。 
(2)  開発成果： 
 切梁装置構造；上下二対の特殊水ジャッキが、連結保持具とガススプリングで 
       一体化 
 切梁部材；軽量・耐食性アルミニュウム製。 














 切梁装置一組の重量；約 70kg（人力作業可能） 
2）装置完成形状 








図 5.8 自動切梁装置（取り付け中） 
 
















     外側に固定設置すること。 
(2) 開発成果： 
 アウトリガー；二対の油圧駆動アウトリガーブームに鉛直装着。 
 アウトリガーブーム；、車体中心から 3,250mm まで移動可能。 
 作業手順；① アウトリガーをパイプ外側の支持場所に移動・降下させる。 
② アウトリガーを固定してスイングタイヤを脱荷させる。 







 前後移動；① クランプリフターを油圧にて車軸方向に微小移動可能とし、芯 
      出し補助作業を行わせる。 
     ② タイヤ走行にてクランプしたパイプを長距離縦移送も可能であ 










 回送時寸法；全幅  2,600mm 
      全長  3,700mm 
      全高  3,200mm 
 作業時寸法；全幅  2,500mm（パイプ取込時） 
              4,500mm（アウトリガー張出し時） 
      全長  3,700mm 
      全高  4,200mm 
（一車線内作業が可能） 







  電力；計器作動、照明。 
7) 機械完成形状 




















 仕様；① 芯出し・TIG 初層溶接用 1 号機 
   ② MAG 自動溶接用 2 号機 
 室内空間寸法；幅 1,900mm 
長さ 2,500mm 
高さ 1,800mm 
（パイプ両側に作業者各 1 名分の作業スペース確保できる） 



























図 5.13、図 5.14、図 5.15 に開発した建機の概略形状ならびに稼動中の写真を示す。 
 














  すること。 
(2) 開発成果： 
 ゴムクローラー；幅 420mm、長さ 1,880mm（二体）。 
（吊り下げ時の接地圧を軽減） 
 連絡用 H 型鋼製ビーム；二体のゴムクローラー前後を接続。 
（標準 3,000mm、取り替え可能） 
 パイプライン吊下げ用鋼製ビーム；電動トロリーつきチェーンブロックを 
                                取り付け。 
トロリー移動幅： 500mm、 
吊り下げ能力： 2,800kg 



































図 5.17 パイプ吊下しクレーン 
（吊下し作業中） 
 







(1) 目標：1 号機、2 号機夫々に上方ベルトコンベアにて土砂搬送し掘削溝内に所定 
    量の土砂を投入すること。 
(2) 開発成果： 
 上方二連ベルトコンベア；夫々の締固め機への土砂搬送。 






            （深さ 1,600mm まで作業可能） 
 ２号締固め機；３連バイブロ・コンパクター。 
      （深さ 950mm まで作業可能） 
 バイブレーターの起振力；１台当たり２トン。 
 作業手順；１,２号機は、連結又は単独にて作業できるようにし、コンベア長 







(1) 目標：1 車線道路限界内で作業が出来、トレーラー輸送が可能なこと。 
(2) 開発成果： 































図 5.21（手前より）1 号機、2 号機、材料供給機 
（上部に 11ｍ2 連ベルトコンベア） 
 
 









(1) 目標：10T ダンプトラックからの材料土砂を受けるホッパー、その土砂を高速で 
       多層締固め機上方ベルトコンベアに供給する機能を装備すること。 
(2) 開発成果： 
 土砂受けホッパー；幅 3,000mm、奥行き 1,750mm、面積 5.25m２（10T ダ 
         ンプ 1 台の土砂量６ｍ３の投入可能）。 
 ホッパ ；ー地上 500mm 位置で水平から 60 度まで油圧シリンダーで旋回可能。 
 2 連スラッターコンベア；対応する 2 連前方ベルトコンベア経由上方 2 連ベ 
            ルトコンベアに土砂供給。 
 スラッターコンベア；45 度固定式。 
 前方ベルトコンベア；水平から上方 30 度まで油圧シリンダーで上下可能。 
 作業手順；左右のスラッターコンベアとベルトコンベアはセットで稼動―停 







(1) 目標：1 車線道路限界内で作業でき、トレーラー輸送可能なこと。 
(2) 開発成果： 



















図 5.24 材料供給機模式図 
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 2 連バイブロ・コンパクター；幅 800mm。 
 アタックアングル；可変。 








(1) 目標：1 車線道路限界内で作業でき、トレーラー輸送が可能なこと。 
(2) 開発成果： 

















図 5.27 表層締固め機模式図 
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図 5.28 表層締固め機 
（締固め作業中） 
 









(1) 鋼管の仮置き   4 週間分 
(2) 掘削した舗装ガラの一時保管  4 週間分 
(3) 掘削土砂の一時保管   1 週間分 
(4) 仮設資材の仮置き   掘削溝 200ｍ分 
(5) 建設機械の保管   1 式 
(6) 埋め戻し土砂の保管   2 週間分 
(7) 鋼管の溶接加工   平積み 20 本分 
(8) 管理事務所（宿舎）   人員によるスペース確保。 













 工事占用延長が 2 週間分取れれば工事サイクルより全体工程を円滑化できる。 
 
3) 舗装切断 























 舗装厚さを 12cm（県道）とすると、300ｍ分で 36ｍ３の舗装ガラが発生する。1週
間分を 1 日作業で撤去・搬出できる。 
 
6) 溝掘削 
 溝掘削作業は、開発した連続溝掘削機（5.3.1 参照）で行う。 
 掘削方向は通行車両の進行方向に合わせ、10 トンダンプを溝掘削前方に配置し、掘
削した土砂は直接ダンプに積載する。 
 掘削機は毎分溝 1ｍ分（2.3ｍ３）が掘削可能であり、ダンプ 1 台は 6ｍ３の積載能力
のため複数台用意し回転して運搬することになる。 




 この作業は、自動矢板打ち機（5.3.2 参照）で行う。 
 連続溝掘削機の後ろに近接して配置し、溝掘削作業が終了すると直ちに矢板打ちに
入る。 





 簡易鋼矢板の打設は、全工程シーケンス制御されており、サイクルタイムは 1 分ほ
どである。 
 矢板打設に続き予備切梁装置を手動制御して切梁を所定の位置に張る。 





 腹起しに長さは 2m のユニット化されており、2m ごとに簡易自動切梁を設置する。 
 設置作業はユニッククレーンで機材をつり、作業者 3 人の共同作業で行う。簡易自



































 パイプ吊下ろしクレーン（5.3.6 参照）を用いて長尺鋼管を溝内に吊下ろす。 
 鋼管の自重で一段目の切梁が折半され鋼管が二段目の切梁の上部に吊下ろされる。






























①鋼管寸法： 外径 508.0mm 、管厚 11.91mm 、管長
12,000mm、単重 1,746kg 
②占用延長： 2 週間分（10 日分） 
③目標施工高： 48m/日、60m/日、120m/日の 3 ケース 
④埋設深さ： 1,200mm（地表面より管頂までの距離） 
⑤作業時間： 午前 9 時~午後 5 時 
⑥施工条件： 1 車線内施工、片側交互通行確保 
2) 施工数量 
施工スピード 48m/日、60m/日、120m/日の 3 ケースについて、対応する数量をシ
ステムフローごとに算出し、表 5.1 にまとめた。 
基準量 単位 48m/日 60m /日 120m/日
1
4週間分 本 80 100 200
4週間分 m３ 115 144 288
1週間分 m３ 492 615 1230
200m分 セット 70 70 70
2週間分 m３ 784 980 1960
20本分
2 2週間分 ｍ 480 600 1200
3 1週間分 ｍ 480 600 1200
4 1週間分 本 20 25 50
5 1週間分 m３ 288 360 720
6 日進 m３ 98 123 246
7 日進 セット 160 200 400
8 日進 セット 16 20 40
9 日進 本 4 5 10
10 日進 本 4 5 10
11 1週間分 ｍ 240 300 600



















































 溝掘削    （連続溝掘削機） 
 矢板打ち・予備切梁施工  （自動矢板打ち機） 
 支保工設置    （簡易自動切梁装置） 
 鋼管横移送    （パイプ敷設クレーン） 
 鋼管溶接・検査・塗覆装  （パイプ工作車） 
 長尺鋼管吊下し・切梁盛替    （パイプ吊下しクレーン） 




6) QPL 工法の標準施工能率を、日進 48m（鋼管 4 本）、60m（鋼管 6 本）、120m 
（鋼管 10 本）の 3 ケースにつき、施工数量を算定した。 
7) 実証試験により QPL 工法の実用性を検証することとした。 
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第 6 章 クイックパイプライン工法（QPL 工法）の実証試験 
 
6.1 実証試験の目的 





 第 1 回；QPL 工法専用開発建機の性能・耐久性確認（6.2） 
 第 2 回；QPL 工法のシステム整合性確認（6.3） 
 第 3 回；QPL 工法の施工能率確認（6.4） 










管種 API5L―X60 グレード 
(5) 試験工区延長： 1,115m 









      あり）。 











(2) 舗装切断；QPL 工法適用延長について先行切断した。 












③ 10T ダンプトラックを配置する。 
④ 放出コンベアを作動開始させる。 
⑤ スラッターコンベアを作動開始させる。 
⑥ スラッターコンベアを 60 度回転し、地中に降下させながら掘削開始する。 
⑦ 掘削深さ 2,300mm まで掘削しながら降下させる。 
⑧ 掘削線形に沿って掘削前進開始する。 
⑨ 10T ダンプトラックに放出コンベア経由連続して積み込む。 
⑩ 随時、停止・再稼動可能。 
B) 運転状況；きわめて順調に作動し、特にトラブルなし。 
C) 掘削能力；毎分 1m（土量 2.3m３）以上（幅 1,000mm×深さ 23,000mm の溝）。 
D) 曲線掘削；50mR（半径）に対し、掘削、積み込み作業ともに順調。 
E) 積み込み能力；10T ダンプトラック 1 台（6m３）積込み 2-3 分。 
F) 最高掘削日進延長；47.0m（土砂量 2.3m×47.0m×1.3=140ｍ３）。 
G) 1 車線内施工；充分対応可能。 




    
図 6.2 連続溝掘削機後方より 
（スラッターコンベアと走行用キ
ャタピラー） 




























F) 1 車線内施工；特に問題なし。 













































A) 吊り込み方法；連結保持具で一体化（70kg）したまま 5T レッカーで吊り、 
              所定位置に吊りこむ。 
B） 切梁作動作業手順； 




C） 作業時間；約 10 分（腹起し 2 本取り付け、水圧ジャッキ 2 本作動、仮切 
梁 1 本撤去の総合計時間）。 
D） 地下作業；予備切梁のために安全施工が可能。 




図 6.10 簡易自動切梁 
（連結保持具と二段切梁、腹起し設置状況） 
 





①  エンジンスタート。 
②  掘削溝を跨ぎ、自走する。 
③  鋼管仮置き位置に停止する。 
④  鋼管外側までアウトリガーブームを伸ばす。 
⑤ アウトリガーを降下させ、地上にしっかりと固定させてスイングタイ 
  ヤを浮かせる。 
⑥  スイングタイヤを 95 度回転させる。 
⑦  クランプリフターを鋼管位置に移動する。 
⑧  クランプリフターを降下させる。 
⑨  クランプで鋼管を掴み上昇させる。 
⑩  鋼管を溝上まで移動させる。 
⑪  スイングタイヤを戻す。 
⑫  アウトリガーを上昇させる。 
⑬  アウトリガーブームを縮める。 
⑭  鋼管を掘削溝上に仮置きする。 
⑮  次作業位置に自走させる。 
B) 作業状況；手順どおり順調に作動した。 
①  全作業とも油圧駆動で円滑な動作が得られた。 
②  アウトリガーブーム・アウトリガーは、二組あり、作動は同期している。 
③ クランプリフター・クランプは、二組あり個別作動可能で鋼管の仮置き 
 状況に柔軟に対応できた。 
④  鋼管横移送時の建機安定性は、特に問題なかった。 
⑤  鋼管をクランプした状態で自走可能で、仮置き場所にも自由度があった。 
C） 作業時間；10 分程度。1 時間 4~5 本移送可能。 
D) 1 車線内作業；レッカー作業が不要のため、問題なし。 




















図 6.14 パイプ敷設クレーン（パイプ横移送中） 
 
 






④ 芯出し作業が完了したら、溶接士 2 名で手動 TIG 溶接を開始する。 




② 芯出し作業時間；10 分程度で可能（従来作業は、30 分以上）。 
③ TIG 溶接作業；溶接士二名が半周ずつ施工するが、照明・換気装置
により環境良好。 
④ 溶接時間；TIG 二層で 60 分以内。作業日あたり 10 箇所可能。 
⑤ 安全施策；工作車下部に作業用足場常設。 












図 6.16 パイプ工作車 
（ＴＩＧ溶接作業中、溶接士 2 人同時施工中） 
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(6) パイプ工作車（MAG 溶接車） 
A) 作業手順； 
① 工作車を TIG 溶接完了溶接部に移動する。 
② MAG 自動溶接用ガイドレールを取り付ける。 






          良好。 
D) 作業時間；ガイドレール取り付け～溶接完了（実溶接時間）40~60 分。 




























                  して一旦より順次吊下げ可能。 
② 簡易自動切梁盛替え作業；複数名の作業者が手動にて再作動させる。 
C) 吊下げ作業時間；吊下げるパイプライン長さと切梁の盛替え作業時間によ 
                 るが 1~2 時間で完了可能。 
D) 1 車線内作業；きわめて有効な建機であること実証された。 

















図 6.21 パイプ吊下しクレーン（吊下げ作業完了） 
 
(8) 多層締固め機 1 号機、2 号機、材料供給機 
A) 作業手順； 
① パイプラインの吊り下ろしが完了した掘削溝の埋設開始端に多層締固め






搭載の 11m 二連ベルトコンベアに輸送する。 




⑦ 1 号機のホッパーから投入された土砂は、1 号機の 3 連タイヤローラーで
敷き均された上、3 連バイブロ・コンパクターで締固める。 
⑧ さらに 2 号機のホッパーから投入された土砂を 3 連バイブロ・コンパクタ
ーで締固め、多層締固め効果を発揮させる。 
⑨ 11m 長さ単位で必要埋設深さまで繰り返し作業を行う。 
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⑩ 11m 完了後、建機を移動させ埋め戻し・締固め作業を反復させる。 
B) 作業状況； 
① 土砂搬送作業；二連コンベアの運転は別途制御可能なため土砂配分を可変 
        に出来る。 
② 締固め作業；層厚を管理しながら多層締可能で充分な性能が得られた。 
③ 簡易自動切梁装置撤去作業；手動作業のため安全上の留意が必要であった。 
④ 道路線形対応；11m 長さで作業可能なため充分なゆとりがあった。 
⑤ 土砂搬入作業；10T ダンプによる搬入が締固め作業に追いつかなかった。 
C) 締固め性能；層厚 300mm で充分な性能が得られた。 
D) 能率；日進 65m 達成。 
E) 1 車線内施工；11m ベルトコンベアで可能となった。 


























図 6.25 11ｍ上部 2 連ベルトコンベア（中央にトリッパー） 
 






図 6.27 締固め機 1 号機 3 連コンパクター 



















       め性能も良好であった。 












 延べ施工延長   1,115m 
 施工日数   95 日 
 平均日進量   16.16m 
 掘削：最高日進量  47.0m 
稼働日当り平均  15.32m 
 溶接：最高日進量  44.0m（4 箇所） 
稼働日当り平均  34.87m 
 埋め戻し：最高日進量  65.0m 
稼働日当り平均  26.97m 
 同日施工最高出来高：掘削 6.0m 





6.3 第 2 回実証試験 
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(4) パイプライン仕様；外径 509.0mm 
管厚 11.91mm 
管長 11,000mm（1,746.96kg） 
管種 API5L―X60 グレード 
(5)  試験工区延長： 1,866m（1 期 927m、2 期 939m） 








(5) 地下水位；深さ 1,500mm。 
(6) 土質；丘陵地から水田地帯を通る粘土質シルト。 
(7) 一車線内施工；可能であるが、路肩部よりに掘削溝を施工。（QPL 工法の適用限界 
       か？） 
(8) 工事占用延長；300m 許可。但し一車線交互通行の確保、農繁期（田植え、稲刈り） 
             は中断が条件。 
4) 試験項目： 






     型車両（QPL 工法用建機含む）通行可能な道幅を確保する。 
(2) 舗装切断；QPL 工法適用全延長に亘り先行してカッター切断する。 
(3) 適用単位延長；工事占用延長 300m に合わせ、掘削・土留作業、配管・溶接・吊 









            置。 
B) 資機材仮置き；狭隘道路のため路肩に並列配置不可。近隣の空き地にまとめ置き 
             し、5T レッカーとパイプ敷設クレーンにより掘削溝に沿って縦移 








⑥ 10T ダンプトラック（掘削土砂搬出用） 
⑦ 5T レッカー（矢板カートリッジ積込用） 
B) 施工能力の調整；連続溝掘削機の能力にあわせ、矢板カートリッジ積込、土砂 
                搬出用ダンプの稼動を計画。 
C) 掘削・土留作業能率；最大日進量 85m（2.3×85=195.5ｍ３）、ダンプ 45 台換算。 
D) 掘削土性状；地下水位の高い粘土質シルトのためスラッターコンベアへの付着、 




② パイプ工作車（TIG 溶接車） 




          業のために溝方向に自走させて整列配管。 
C) 溶接作業；TIG 溶接車とパイプ敷設クレーンにより芯出し作業を円滑化。 
D) 溶接能率；日進溶接 5 箇所（パイプライン延長 66m）。 
E) 吊り下し作業；簡易自動切梁の自動折半機能とパイプ吊り下しクレーン 5 台の 
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              活用で安全に施工完了。 
F) 吊り下し能率；100～150m パイプラインを 2~3 時間で吊り下し完了。 
G) 1 車線内施工；特に問題なし。 
(4) 埋め戻し・締固め作業 
A) 使用建機類； 
① 多層締固め機 1 号機 
② 多層締固め機 2 号機（11m ベルトコンベア） 
③ 材料供給機 
④ 5T レッカー（簡易自動切梁装置撤去用、簡易鋼矢板引抜き用） 
⑤ 表層締固め機 
⑥ 10T ダンプトラック（埋め戻し土砂運搬用） 
⑦ 6T 側転ダンプトラック（路盤材運搬用） 
B) 建機輸送；建機搬入・搬出時トレーラーによる一時的交通遮断あり。 
C) 作業状況；土砂搬入ダンプの運行計画を詳細に立案実行した結果、円滑施工達 
           成。 
D) 埋め戻し能率；最大日進量 115m（土砂量 2.3×115×1.3=344ｍ３、ダンプ 58 
                台分） 
E) 表層締固め作業；独立作業として、6T 側転ダンプで路盤材運搬、ハンドコン 
                  パクターと表層締固め機で併用転圧。 
 
(5) QPL 工法全体を通して 
A) 作業単位の細分化；3 グループに細分して管理することで、工事占用延長の短 




        た。試験堀の徹底不足を反省する。 
D) 埋設後の地盤沈下；長期間後での圧密沈下が殆どゼロであった（道路管理者か 









一期   二期 
 延べ施工延長   927m   939m 
 施工期間   29 日   30 日 
 平均日進量   32.6m   31.2m 
 掘削：最高日進量  85m   70m 
稼働日当り平均  40.3m   42.7m 
 溶接：最高日進量  44m（4 箇所）  55m（5 箇所） 
稼働日当り平均  25.3m（2.3 箇所） 38.5m（3.5 箇所） 
 埋め戻し：最高日進量  115m   80m 
稼働日当り平均  52.6m   49.2m 
 同日施工最高出来高：掘削 85m 




6.4 第 3 回実証試験 





(4) パイプライン仕様：外径 355.6mm 
管厚 9.5mm 
管長 12,000mm（972.96kg） 
管種 API5L―X60 グレード 
(5) 試験工事延長：1,162m 




(2) 道路形状；平坦な南北方向の直線二車線道路（幅員 6.5m の主要市道）。 






(8) 工事占用延長；500m 以上許可取得。 
 





(1) 埋設位置；片側車線（3,250mm）中央を掘削溝（幅 1,000mm）センターとし一 
            車線内施工を確保する。 
(2) 舗装切断；QPL 工法適用延長について先行カッター切断する。 
(3) 適用単位延長；8 箇所（132m、80m、120m、96m、168m、144m、144m 
        278m）、合計延長 1,162m。 
(4) 鋼管・矢板カートリッジ・簡易自動切梁装置仮置き；掘削作業前に路肩に運搬 
                         する。 
(5) 掘削断面；幅 1,000mm、深さ 2,150mm（鋼管径 350A に対応）。 
(6) 目標日進量；110m にて立案する。 





B) 鋼管仮置き；法面に仮設用木杭を打設後、管置き台を設置し、鋼管を QPL 工法 




A) 施工手順；適用 8 箇所（132m、80m、120m、96m、168m、144m、144m、 
          278m）、合計延長 1,162m を順に施工した。 
B) 建機回送方法；工区間（最長 800m）は、路上を自走させたため時間的な無駄は 
                 殆どなかった（1 時間以内）。 
C) 掘削・土留作業能率；作業日あたり、最高 105m、8 時間稼働日平均 93m、全 
                        稼働日平均 68m が達成できた（目標 110m は可能）。 
D) 能率低下要因；掘削機能力は充分であったが、掘削土砂搬出用ダンプ能力、矢 
                 板打ち機能力の限界があった。 
E) 能率向上要因；地下水位が G.L.マイナス 1.8~2.8ｍと低く、掘削溝底以下の土 
              質がピート層ならびにシルト粘土層で転石も少なく、矢板打設 
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       が容易であった。 
 
 (3) 配管・溶接・鋼管吊り下ろし作業 
A) 配管作業；パイプ移送クレーンによる鋼管の横移送作業は円滑に施工できた。 
B) 配管能率；鋼管横移送は、1 箇所 30 分以内で、作業日あたり 4～5 本は充分な 
     余裕あり。 
C) 溶接作業；契約上の関係で被覆アーク溶接作業となり、パイプ工作車による作業 
     は中止したため評価不能。 
D) 溶接能率；契約条件から稼働日あたり 4 箇所平均（48m）に制限され、関連作業 
         の能率に大きな影響があった（掘削作業中断、配管作業中断多発）。 
E) 吊り下し作業；最長 168m までの 9 回実施。作業マニュアルの確立、作業者の 
             習熟により順調に施工できた。 
(4) 埋め戻し・締固め作業 
A) 作業状況；開発建機の稼動は順調であったが、簡易自動切梁装置の撤去作業が 
  手動で安全確認のため能率を低下させた。 
B) 作業能率；最高日進量 146m（土量 437m３、ダンプ 73 台分）、8 時間稼働日あた 
  り平均 105m（土量 314m３、ダンプ 53 台分）を達成した。 
C) 能率向上要因；片側一車線交互通行であったが、通過車両が少なく、ダンプ運行 
         が円滑に稼動した。 
(5) 作業全体； 
A) 能率制限要因；溶接作業がシステム外のため、1 日 4 箇所平均（48m）となり他 
      の作業を中断せざるを得なかった（QPL 工法として 8 時間稼動日 





第 2 回の実証試験でも QPL 工法の施工能率のデータが取得され、在来工法に比べ、施
工スピードの向上は明瞭に認められたが、狭小道路で種々の制約の基での施工であり、シス
テム確認とコストパーフォーマンス検証のため、さらに理想的な条件が期待できる施工場所
を選定したのが第 3 回の実証試験であった。 
結果を要約すると、 
 施工延長     1,162m 
 施工期間    24 日 
 平均日進量    48.4m 
 掘削：最高日進量     105m 
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稼働日当り平均    68.4m 
 溶接：最高日進量    84m（12m 管、7 箇所） 
稼働日当り平均    49.2m（12m 管、4.1 箇所） 
 埋め戻し：最高日進量    146m 
稼働日当り平均    77.5m 
 同日施工最高出来高：掘削   96m 
   溶接   60m（12m 管、5 箇所） 
   吊下ろし  144m 
埋め戻し  120m 
 
8) 出来形日進工程 
QPL 工法のシステム構築を計画して実施した第 3 回実証試験の出来形日進量を計測し
た。 
表 6.1 に QPL 工法の出来形日進表を示すが、結果を分析すると下記のとおりになる。 
(1) 実稼動日数；24 日（溶接作業除く） 
(2) 平均日進量（ｍ/日）； 
① 掘削・土留作業  68.4ｍ（12m～105m、17 日） 
② 配管・溶接作業  49.2m（24ｍ～74m、22 日） 
③ 吊り下し作業  116.2m（36m～168m、10 日） 
④ 埋め戻し・締固め作業 77.5m （24m～146m、15 日） 
(3) 掘削・土留作業能率要因； 
① 占用延長オーバーで 3 日間完全休止。 
② 本体修理・他作業待ち・地下埋設物調査で 28 時間停機。 
③ 延稼働時間 126 時間。（時間平均 1162m÷126≒9.22m/h） 













日進量 累計 日進量 累計 日進量 累計 日進量 累計 日進量累計
m m 箇所 箇所 m m m m m m
1 12
2 85 97
3 96 193 2
4 65 258 4 6
5
6 4 10 132
7 67 325 5 15 66
8 57 382 5 20 80 212 66 132 66
9 5 25 10 142 66 132
10 94 476 4 29 120 332 24 166
11 4 33
12
13 1 34 96 428 98 264 80 212
14 88 564 1 35 138 402
15 105 669 6 41 50 452 120 332
16 70 739 7 48 36 464
17 36 775 4 52 132 596 72 524 96 428
18 12 787 5 57 50 574 40 468
19
20
21 96 883 5 62 144 740 120 694 70 538
22 37 920 4 66 46 740 66 604
23 100 1,020 4 70 144 884 72 676
24 80 1,100 5 75 100 840 64 740
25 2 77
26
27 62 1,162 6 83 44 884 72 812
28 4 87 110 994 72 884
29 4 91







1,162 91 1,162 1,162 1162
ＱＰＬ工法日進施工表
暦日













1,115m 927m 939m 1,162m






11.16m 32.6m 31.2m 48.4m
最高日進量 47.0m 85m 70m 105m
稼働日当り平均 15.32m 40.3m 42.7m 68.5m
最高日進量 44m 44m 55m 84m
稼働日当り平均 34.87m 25.3m 38.5m 49.2m
最高日進量 65.0m 115m 115m 146m





























2) 適用道路；片側交互通行の可能な 2 車線以上の道路とする。 
3) 掘削土砂の搬出、埋め戻し土砂の搬入方法；待ち時間の短縮を図る必要がある。 








6.6 QPL 工法便益試算 




第 3 回の実証試験（北海道恵庭市）の結果を踏まえ、予測便益試算を行った。 
試算は、施工延長 1,000ｍの工事費で比較した。 
1) 在来工法の施工方法と施工単価； 
(1) 施工許可延長；  50m 以内 
(2) 日進施工量；  24m（鋼管二本分） 
(3) 溶接施工量；  2 箇所（被覆アーク溶接法） 
(4) 舗装切断法；  ロータリーカッター切断（会所は 24m ピッチ） 
(5) 掘削方法；  油圧式掘削機（バックホウ）クローラ型+10T ダンプ 
(6) 土留支保工；  簡易鋼矢板+水圧式ジャッキ＋木製腹起し 
(7) 鋼管吊下し方法； 三又（又は四又）＋5T レッカー 
(8) 埋め戻し・締固め方法；10T ダンプ＋ハンドランマー 
(9) 施工単価（業者見積単価）； 
① 舗装カッター切断（m）   936 円 
② 舗装盤撤去工（m３）  3,672 円 
③ 舗装ガラ処分（m３）  9,366 円 
④ 掘削土処分（m３）  3,495 円 
⑤ 掘削工（ｍ３） 一般部   864 円（掘削深 1.9m 未満） 
                5,082 円（掘削深 1.9m 以上） 
             会所部  5,082 円 
⑥ 土留支保工（m） 一般部 10,078 円 
             会所部 19,550 円 
⑦ 埋め戻し工（m3） 砂質土  6,339 円 
                    良質土  4,566 円 
⑧ 路床工（m２）（46cm 厚）  2,916 円 
⑨ 下層路盤工（m２）（33cm 厚） 3,603 円 
⑩ 仮復旧（m２）（3cm 厚）  1,539 円 
⑪ 上層路盤工（m２）（5cm 厚）  1,680 円 
⑫ 本復旧（m２）   3,100 円 





2) QPL 工法の施工方法と施工単価； 
(1) 施工許可延長； 500m 以内 
(2) 日進施工量；①48m②60m③120m の 3 ケース 
(3) 溶接施工量；①4 箇所②5 箇所③8 箇所の 3 ケース 
(4) 舗装切断法；ロータリーカッター切断（会所は両端部 2 箇所） 
(5) 掘削方法；連続溝掘削機+10T ダンプ 





① 舗装カッター切断（m）     939 円 
② 舗装盤撤去工 バックホウ 0.25m３（10,000 円/日） 1 台 
                    運転工（15,000 円/日）   0.5 名 
                    土工（12,000 円）   0.5 名 
③ 舗装ガラ処分 土捨て費（m３）    4,000 円 
                    バックホウ（11,000 円/日）  1 台 
                    10T ダンプ（36,000 円/日）  3 台 
④ 掘削土処分 ブルドーザー（8,000 円/日）  1 台 
運転工（15,000 円/日）   0.5 名 
10T ダンプ（36,000 円/日）  3 台 
土捨て費（m３）    150 円 
⑤ 掘削工  世話役（17,600 円/日）   1 名 
運転工（36,000 円/日）   1 名 
土工（12,100 円/日）   0.5 名 
連続溝掘削機＊（90,884 円/日）  1 台 
⑥ 土留支保工 5T レッカー（13,333 円/日）  2 台 
バックホウ 0.4m３（11,000 円/日）  1 台 
腹起し（t）（130 円/日+5,000 円）  64t 
切梁（組）（220 円/日+2,000 円）  36 組 
水中ポンプ（200 円/日+1,000 円）  3 台 
水中ポンプ（800 円/日+4,000 円）  3 台 
運転工（15,000 円/日）   2 名 
運転工（17,600 円/日）   2 名 
土工（12,000 円/日）   9 名 
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燃料（100 円/liter /m）   2.3liter 
鉄板（200 円/日+5,000 円）  5 枚 
ユニックトラック（12,000 円/日）  1 台 
ユニック運転工（15,000 円/日）  1 名 
ユニック作業者（12,000 円/日）  1 名 
自動矢板打ち機＊（92,057 円/日）  1 台 
簡易自動切梁装置＊（400 円/日）  34 組 
⑦ 埋め戻し・締固め工 運転工（17,600 円/日）  2 名 
燃料（100 円/liter/m）   1.57liter 
埋め戻し土、砂質土（m３）  2,400 円 
良質土（m３）    1,920 円 
多層締固め機＊（1,4953 円/日）  2 台 
材料供給機＊（41,953 円/日）  1 台 
表層締固め機＊（14,914 円/日）  1 台 
⑧ 下層路盤工（m２）（33cm 厚）    1,440 円 
⑨ 仮復旧（m２）（3cm 厚）     1,300 円 
⑩ 上層路盤工（m２）（5cm 厚）    1,500 円 
⑪ 本復旧（m２）      2,900 円 
⑫ その他開発建機 パイプ敷設クレーン＊（30,686 円/日） 1 台 
パイプ工作車＊（18,482 円/日）  2 台 
パイプ吊下しクレーン＊（9,657 円/日） 5 台 
 
(注 1) （m）は掘削延長 1ｍ当り費用、（円/日）は作業日あたり人件費・機器損料、（m２）
は掘削表面積 1m２当り費用、（ｍ３）は埋め戻し土 1m３（立方メートル）あたり費用。 
(注 2) （＊）のついた QPL 工法専用開発建機の損料は、下記 4）を参照。 
 
3) 施工日数（施工延長 1,000m 当り） 
在来工法；    日進 24m  42 日間（ 1,000m÷24m/日） 
QPL 工法；    ① 日進 48m  21 日間（ 1,000m÷48m/日） 
    ② 日進 60m  17 日間（ 1,000m÷60m/日） 
③ 日進 120m   8 日間（1,000m÷120m/日） 
4) 開発建機類の損料設定 
建設機械の損料設定を、次の前提で行った。 
(1) 耐用年数；   7 年（簡易自動切梁装置 5 年） 
(2) 運転日数；   160 日 
(3) 供用日数；   220 日 
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(4) 維持修繕費率； 25-40%（機械ごとに設定）（簡易自動切梁装置 10%） 
(5) 年間管理費率；  7.0% 
(6) 運転 1 日当り損料率 1.509~1.643x（ 10―6） 
 
開発建機ごとの基礎価格、損料（1 日あたり）は下記となった。 
① 連続溝掘削機；  基礎価格 58,500（千円） 損料 90,884 円 
② 自動矢板打ち機；  基礎価格 57,600（千円） 損料 92,057 円 
③ パイプ敷設クレーン；  基礎価格 19,200（千円） 損料 30,686 円 
④ パイプ工作車；  基礎価格 11,250（千円） 損料 18,482 円 
⑤ パイプ吊下しクレーン；  基礎価格 6,400（千円） 損料  9,657 円 
⑥ 多層締固め機；  基礎価格 9,600（千円） 損料 14,914 円 
⑦ 材料供給機；  基礎価格 26,250（千円） 損料 41,953 円 
⑧ 表層締固め機；  基礎価格 9,600（千円） 損料 14,914 円 
⑨ 簡易自動切梁装置；  基礎価格   320（千円） 損料   400 円 
 
5) 工事費試算結果 
表 6.3 に土木工事費試算結果を示す。次のことが要約できる。 
(1) 工事費合計の比較（施工延長 1,000m 当り）； 
① 在来工法（24m/日） 41,585,480（円） 100.00% 
② QPL 工法（48m/日） 32,360,162（円）  77.82% 
③ QPL 工法（60m/日） 27,860,697（円）  67.00% 




(3) QPL 工法には、専用開発建機の損料が 433,831 円/日掛るため施工能率向上で工
事費に占める比率が大幅に低減できる。 
(4) 日進 120m は、QPL 工法開発建機性能からは充分余裕があり、工事占有延長が
充分に長く確保できれば 150~200mの日進施工能率は土木作業面では充分達成可
能と考えられる。 
(5) 溶接施工能率、とりわけ初層溶接時間の短縮が QPL 工法全体施工能率を向上さ
せることがわかった。 
(6) 在来工法の施工量増加には、施工班をふやすことで対応できるが、工事占有延長




在来工法 QPL 工法 QPL 工法 QPL 工法 
24m/日 48m/日 60m/日 120m/日 
舗装切断 951,600 2.3% 941,990 2.9% 941,990 3.4% 941,990 4.6% 
舗装盤 
撤去工 
462,672 1.1% 557,550 1.7% 451,350 1.6% 265,500 1.3% 
舗装ガラ 
処分 
1,180,116 2.8% 695,000 2.1% 695,000 2.5% 695,000 3.4% 
掘削土 
処分 
7,891,710 19.0% 2,955,900 9.1% 2,447,800 8.8% 1,314,700 6.5% 
掘削工 3,395,577 8.2% 4,177,583 12.9% 3,423,186 12.4% 1,725,794 8.5% 
土留 
支保工 




6,633,533 20.5% 6,066,083 21.9% 4,734,039 23.3% 
路床工 3,086,100 7.4% 
下層 
路盤工 
3,813,175 9.2% 1,440,000 4.4% 1,440,000 5.2% 1,440,000 7.1% 




    3,165,026 9.8% 2,562,164 9.2% 1,205,724 5.9% 
合計 41,585,480 100.0% 32,360,162 100.0% 27,704,297 100.0% 20,309,828 100.0% 
QPL 工法/ 
在来工法 
100.00%   77.82%   66.62%   48.84%   
 
 
表 6.3 QPL 工法・在来工法土木工事費比較表 
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第 7 章 クイックパイプライン工法（QPL 工法）の今後の課題と適用指針（案） 
 
7.1 はじめに 

















 舗装切断：   15~20m 
    （別途事前作業、ダンプトラック、ロータリーカッターの作業範囲） 
 鋼管配列：   30~40m 
    （別途事前作業、運搬用トラック・トレーラー、クレーン車・レッカ 
     ー車の作業範囲） 
 舗装盤撤去：   20m 
    （10T ダンプトラック、バックホウの作業範囲） 
 溝掘削：   40m 
     （ダンプ 5 台、連続溝掘削機の作業範囲） 
 矢板打ち込み：15m 
     （自動矢板打ち機、5T レッカー車の作業範囲） 
 簡易自動切梁装置設置： 10m 
      （5T レッカー車の作業範囲） 
 鋼管横移送；   24m 
      （パイプ敷設クレーン、鋼管 2 本分の作業範囲） 
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 溶接：   24m 
      （パイプ工作車 2 台、鋼管 2 本分の作業範囲） 
 鋼管吊り下ろし：  150m 
      （長尺管長さ 150m の場合、パイプ吊り下ろしクレーン  
              5 台の作業範囲） 
 埋め戻し・締固め：  150m 
      （長尺間 150m の場合、ダンプ 5 台、多層締固め機 1 
              号機、2 号機、材料供給機、5ｔレッカーの作業範囲） 
 表層締固め；   30ｍ 
      （6T 側転ダンプ、表層締固め機、5T レッカーの作業範囲） 
 仮舗装：   100m 
      （別途事後作業、ダンプ、ロードローラーの作業範囲） 
 
6) 事前・事後作業は別として、舗装盤撤去~溶接作業、鋼管吊り下ろし~埋め戻し作業
がそれぞれ 1 作業範囲となる。 
















































































































2.3 工事占用延長は、150m 以上を 1 工区とし、建機自走範囲内に 2 工区を確保する。 
 
3 事前調査 
















4.4 土質が細粒土であっても礫又は玉石が混入している場合であって、直径 100mm を超え
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6 QPL 工法専用建設機械ならびに専用仮設材 
6.1 QPL 工法専用建設機械ならびに専用仮設材は、作業ヤードにて充分整備し、施工時故
障を未然に防止する。 




(4) パイプ工作車（TIG 溶接車ならびに MAG 自動溶接車） 
(5) パイプ吊下しクレーン 
(6) 多層締固め機（1 号機ならびに 2 号機） 
(7) 材料供給機（11m 上部ベルトコンベア付） 
(8) 表層締固め機 






































11.1 作業は、自動矢板打ち機と矢板カートリッジ供給用 5T レッカーで行う。 
11.2 連続溝掘削機に連続して自動矢板打ち機を配置し、掘削直後に土留用簡易鋼矢板施工
を実施する。 







12.1 作業は、簡易自動切梁装置、腹起し材（アルミ中空材、長さ 2~3m）と 5T レッカー
で行う。 
12.2 簡易自動切梁装置は、連結保持具で一体化されたもの（約 70kg）を所定位置に 5T レ
ッカーで吊下す。 















クランプにて鉄工 2 名が芯出し作業を行う。 
14.3 TIG 手動溶接をパイプ工作車（TIG 溶接車）内で溶接士 2 名が同時に半周ずつ施工す
る。 






















16.1 作業は、多層締固め機 1 号機、2 号機、材料供給機、10T ダンプトラック、5T レッカ
ーによる掘削溝埋設主作業と、表層締固め機と 6T 側転ダンプトラック、5T レッカー
による表層（路盤工）作業に分かれる。 
16.2 埋設主作業は、10T ダンプ走行に有利な方向に行い、ダンプ回転効率向上を図る。 






16.5 道路曲線部の場合でも、11m 単位で曲がれるため一車線内作業が励行できる。 



































































































































































































































 高速道路の 4 車線施工部（上下 2 車線）の 1 車線幅は 3,500mm あり、盛土部・ 
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  切土部には退避帯側は 4,000mm の平坦部がある。埋設可能な鋼管口径は、最 
  大 1,400mm（56in.）のため 1 車線内施工に必要な充分な幅が確保できる。 
 日本道路公団が建設・供用中の路線延長は、6,876km（2001.10.5 現在）あり、 
  全国の人口可住地の殆どを連絡している。国土幹線パイプライン網が予定され 
  るルートも同様な場所となる。 
 高速道路として維持管理が万全であり、域内敷設のパイプラインに想定外の被 
  害発生は起こりえない。天災による道路破損時にも迅速対応が取れる。 
 高速道路には一般道のように地下埋設物がなく、工事上障害とならない。又道 
  路曲線も緩やかで連続に高速施工が可能である。 
 高速道路建設時に充分な環境アセスメントが完了しているので、パイプライン 














































  一般道と異なり高速道路敷きであるから 1 車線徐行通行を確保し、週日の通
勤時間の渋滞よりも、週末・祭日などの特定日の工事を休止する等考えるべきで
ある。従い、週日（5 日）の昼間中心に工事計画を組み立て、日の出・日没間の
必要時間帯を選択できる。作業日の実働時間を工事効率から最低 10 時間としたい。 
(2) 施工作業帯の占用延長； 



















































3) QPL 工法による施工能率の設定 
QPL 工法の総合施工能率は、開発建機能力には左右されず、 
① 掘削・埋設土砂の搬出・搬入能率、 
② 初層 TIG 溶接の施工能率、 
のいずれかに制約される。利用する一般建設機械能力・台数、必要作業者数は決定され
る施工能率にあわせリース調達することが出来る。 
使用鋼管寸法を 4 種類に想定して、パイプライン敷設可能延長を試算した。 
 
(1) 設定パイプライン寸法明細 
寸法 外径(mm) 管厚(mm) 単重(kg/m) グレード 
口径 24 609.6 12 177 X60 
口径 30 762.0 14 258 X65 
口径 40 1016.0 15 370 X80 
口径 56 1422.0 17 589 X100 
(注) 鋼管口径は、高速道路一車線内施工可能な寸法、製造可能寸法、ガス輸送
量を勘案して選定し、管厚・グレードは設計内圧 6~8Mpa と仮定した。 
 
(2)  標準掘削断面形状 
寸法 掘削幅(m) 掘削深(m) 掘削土量(m３/m) 鋼管断面積(m２) 
口径 24 1.01 1.81 1.83 0.28 
口径 30 1.16 1.96 2.27 0.45 
口径 40 1.42 2.22 3.15 0.81 
口径 56 1.82 2.62 4.77 1.59 
(注) 掘削幅は、パイプラインが吊下し・埋設作業に支障のない寸法とし、掘削
深は、土被り 1,200mm 確保できる寸法とした。 
 
(3) 土砂運搬能率の設定 
 10T ダンプ積載量：6m３（＝10T÷1.6T/m３） 
 稼働台数：10 台 
 稼働時間：10h/日 
 サイクルタイム：0.5h/回（掘削場所～仮置きヤード） 
 1 台当り運搬量：120m３/日（＝6ｍ３×10h/日×2 回転/h） 





寸法 日進掘削延長(m) 計算根拠 
口径 24 656m 1200m３÷1.83m３/m 
口径 30 529m 1200m３÷2.27m３/m 
口径 40 381m 1200m３÷3.15m３/m 
口径 56 252m 1200m３÷4.77m３/m 
(注) 連続溝掘削機、自動矢板打込み機の施工能力は、対応可能とする。 
 











口径 24 2 0.5 10 20 480 
口径 30 3 0.5 10 20 480 
口径 40 3 0.5 10 13 312 




(6) QPL 工法による総合施工可能延長 
寸法 土砂運搬能率(m) 初層 TIG 溶接能率(m) 施工可能延長(m) 
口径 24 656 480 480 
口径 30 529 480 480 
口径 40 381 312 312 




3) の能率設定に用いた鋼管口径 4 種類について、QPL 工法と在来工法との工事費比較
を試みた。 
試算の前提条件を下記のように仮定した。 
(1) 延施工量  20km（1 インターチェンジ間想定） 
(2) 使用鋼管長 従来工法 12,000mm（単管） 
QPL 工法 24,000mm（二本継熔接パイプ） 
(3) 施工能率 従来工法 全口径：  24m/日 
QPL 工法 口径 24： 480m/日  
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       口径 30： 480m/日 
       口径 40： 312m/日 
       口径 56： 240m/日 
(4) 建機損料  口径 20 用開発建機基礎価格を基に口径比で基礎価格を 
 推定し、損料計算を行った。（表 7.2 参照） 
(5) 工事単価  実証試験時見積単価（在来工法）、実証試験時積算実行予算単価 
（QPL 工法）を用いた。（6.6 参照） 
 
5) 工事費算定結果 
表 7.1 に概算工事費の試算結果を要約した。 
次のことが判明した。 
(1)   20km のパイプラインの実施工日数は、1 作業班につき、 
従来工法  全口径  833 日 
QPL 工法：口径 24   42 日 
口径 30   42 日 
口径 40   64 日 
口径 56   83 日 
であり、大幅な工期短縮が実現できる。 
(2)   算出土木工事費を、鋼管口径ごとに比較すると、従来工法 100%に対し、 
口径 24  31% 
口径 30  31% 
口径 40  34% 
口径 56  36% 
となり、専用建機損料を算入しても、約 3 分の 1 に縮減できる。 
(3)    従来工法（24m/日）は、作業班を増加させることで施工日数短縮可能であるが、
工事費縮減には貢献しない。増班により総作業延長も増加し、QPL 工法に比べ管理
がしにくくなる傾向がある。 
(4)    QPL 工法の施工能率は、初層 TIG 溶接作業の能率が制約要素であり、開発建
機による土木作業にはまだ充分な余裕がある。 









 従来工法 QPL 工法 
口径 24 30 40 56 24 30 40 56 
外径
（mm） 
609.6 762.0 1,016.0 1,422.0 609.6 762.0 1,016.0 1,422.0 
掘削幅
（m） 
1.01 1.16 1.42 1.82 1.01 1.16 1.42 1.82 
掘削深さ
（m） 
1.81 1.96 2.22 2.62 1.81 1.96 2.22 2.62 
日進施
工量（m） 
24 24 24 24 480 480 312 240 
延延長
（km） 












- - - - \19,278 \24,098 \49,432 \89,966 
総計
（x1000） 
\717,931 \809,728 \974,535 \1,268,940 \222,840 \248,698 \336,012 \456,210 
1m 当り
工事費 
\35,897 \40,486 \48,727 \63,447 \11,142 \12,435 \16,801 \22,811 
工法 
対比 
    31% 31% 34% 36% 
 






表 8.2 開発建機損料試算表 
 





損料  損料 損料 損料 損料 
連続溝掘削機 \58,500 \90,884  \109,061 \136,326 \181,768 \254,475 
自動矢板 
打ち機 
\57,600 \92,057  \110,468 \138,086 \184,114 \257,760 
パイプ敷設 
クレーン 
\19,200 \30,686  \36,823 \46,029 \61,372 \85,921 
パイプ工作車
（TIG） 
\11,250 \18,482  \22,178 \27,723 \36,964 \51,750 
パイプ工作車
（MAG） 
\11,250 \18,482  \22,178 \27,723 \36,964 \51,750 
パイプ吊り下し
クレーン 
\32,000 \48,285 5 台 \57,942 \72,428 \96,570 \135,198 
多層締固め機 \19,200 \29,828 2 台 \35,794 \44,742 \59,656 \83,518 
材料供給機 \26,250 \41,953  \50,344 \62,930 \83,906 \117,468 
表層締固め機 \9,600 \14,914  \17,897 \22,371 \29,828 \41,759 
計（円/D）  \385,571  \462,685 \578,357 \771,142 \1,079,599 
日進（m/D）    480 480 312 240 
20km あたり 
施工日数 
   42 42 64 83 
20km あたり損
料 
   \19,278,550 \24,098,188 \49,432,179 \89,966,567 
１km あたり損
料 
   \963,928 \1,204,909 \2,471,609 \4,498,328 




















9) 図 8.1 に国土幹線パイプライン構想図を参考のため掲げる。 





表 8.3 パイプライン施工法対比 
 スプレッド工法 従来工法 QPL 工法 
ルート パイプライン ROW 公道、私有地 高速道路他 



















































締固め 盛土、自然圧密 水締め、人力タンパー 多層締固め機・表層締固
め機 
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図 8.1 国土幹線パイプライン構想図 
（出所：MRI 資料） 
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付表 1 海外の陸上パイプラインの事例 
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付図１ 北米のパイプライン分布図（西部） 
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付図 2 北米のパイプライン分布図（東部） 
